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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 
 

回次
第74期
第３四半期
連結累計期間

第75期
第３四半期
連結累計期間

第74期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 68,066 68,087 105,032

経常利益 (百万円) 6,538 4,180 13,073

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 4,542 2,423 9,135

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 4,948 2,323 9,661

純資産額 (百万円) 78,971 84,069 83,684

総資産額 (百万円) 113,509 116,913 122,617

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 75.33 40.20 151.51

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 68.2 70.6 67.0
 

 

回次
第74期
第３四半期
連結会計期間

第75期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

自 平成30年10月１日
至 平成30年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 38.94 21.39
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

　

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前

事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、通商問題の動向が世界経済に与える影響や、金融資本市場の

変動の影響などに留意が必要なものの、雇用・所得環境の改善が続くなかで、緩やかな回復基調が続きました。

当防災業界におきましては、労務費や原材料価格の動向などが引き続き懸念されるものの、企業収益の改善を背

景に民間設備投資が引き続き増加傾向にあったことなどから、事業環境は堅調に推移いたしました。

　このような環境のなか、当社グループは平成28年度から３年間にわたる中期経営計画「project30～次世代防災へ

の進化～」を策定しており、その最終年度として積極的な営業活動に努めました。その結果、当第３四半期連結累

計期間における受注高は82,814百万円（前年同四半期比1.3％増）、売上高は68,087百万円（前年同四半期比0.0％

増）となりました。

　利益につきましては、比較的採算性の低い物件が集中したことに加え、一部の物件の工期が遅れたこともあり、

営業利益は3,967百万円（前年同四半期比37.6％減）、経常利益は4,180百万円（前年同四半期比36.1％減）、親会

社株主に帰属する四半期純利益は2,423百万円（前年同四半期比46.6％減）となりました。

 　業績の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備につきましては、売上高は24,344百万円（前年同四半期比

4.1％増）、営業利益は3,258百万円（前年同四半期比7.4％減）、消火設備につきましては、売上高は23,425百万円

（前年同四半期比5.9％減）、営業利益は2,548百万円（前年同四半期比44.5％減）、保守点検等につきましては、

売上高は16,623百万円（前年同四半期比2.8％増）、営業利益は2,876百万円（前年同四半期比1.8％増）、その他に

つきましては、売上高は3,694百万円（前年同四半期比2.2％増）、営業利益は132百万円（前年同四半期比50.9％

増）となりました。

なお、当社グループの売上高は建設業界の影響を受ける部分が多いため、下期、特に第４四半期に集中する傾向

があります。

当第３四半期連結会計期間末における総資産につきましては、有価証券3,000百万円の増加、未成工事支出金

1,386百万円の増加等があったものの、受取手形及び売掛金11,443百万円の減少、現金及び預金967百万円の減少等

により、前連結会計年度末に比べ5,704百万円減少し、116,913百万円となりました。

　負債につきましては、未払法人税等2,712百万円の減少、賞与引当金1,632百万円の減少、支払手形及び買掛金526

百万円の減少等により、前連結会計年度末に比べ6,089百万円減少し、32,844百万円となりました。

　純資産につきましては、利益剰余金の増加を主因として、前連結会計年度末に比べ385百万円増加し、84,069百万

円となりました。

 

(2) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は1,572百万円であります。

 

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成30年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成31年2月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 60,832,771 60,832,771
東京証券取引所
（市場第一部）

権利内容に何ら限定の
ない当社における標準
となる株式であり、単
元株式数は100株であり
ます。

計 60,832,771 60,832,771 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

 該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成30年10月１日～
平成30年12月31日

― 60,832 ― 13,302 ― 12,743
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成30年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 

① 【発行済株式】

 平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― 単元株式数 100株
普通株式  409,800

完全議決権株式(その他) 普通株式 60,402,500 604,025 単元株式数 100株

単元未満株式 普通株式 20,471 ― １単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 60,832,771 ― ―

総株主の議決権 ― 604,025 ―
 

(注)   「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）含 

まれております。

 

② 【自己株式等】

 平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
能美防災株式会社

東京都千代田区
九段南４丁目７番３号

409,800 ― 409,800 0.67

計 ― 409,800 ― 409,800 0.67
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 33,374 32,407

  受取手形及び売掛金 ※2,3  38,595 ※2,3  27,151

  有価証券 － 3,000

  商品及び製品 3,145 3,992

  仕掛品 1,040 1,194

  原材料及び貯蔵品 3,603 4,190

  未成工事支出金 7,536 8,923

  その他 957 2,101

  貸倒引当金 △359 △382

  流動資産合計 87,893 82,577

 固定資産   

  有形固定資産 19,659 19,514

  無形固定資産 1,465 1,425

  投資その他の資産   

   投資有価証券 5,728 5,448

   その他 7,926 7,997

   貸倒引当金 △55 △49

   投資その他の資産合計 13,598 13,396

  固定資産合計 34,724 34,336

 資産合計 122,617 116,913

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 ※3  4,745 ※3  4,219

  電子記録債務 4,575 4,674

  短期借入金 30 19

  未払法人税等 2,841 128

  賞与引当金 3,095 1,463

  製品保証引当金 16 14

  完成工事補償引当金 45 45

  工事損失引当金 859 997

  その他 13,216 11,860

  流動負債合計 29,426 23,422

 固定負債   

  社債 245 153

  長期借入金 83 42

  役員退職慰労引当金 602 159

  製品保証引当金 243 171

  工事履行保証損失引当金 － ※1  231

  退職給付に係る負債 7,814 7,777

  資産除去債務 95 97

  その他 422 788

  固定負債合計 9,507 9,421

 負債合計 38,933 32,844
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,302 13,302

  資本剰余金 12,869 12,871

  利益剰余金 55,825 56,315

  自己株式 △279 △279

  株主資本合計 81,717 82,210

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 830 745

  為替換算調整勘定 508 406

  退職給付に係る調整累計額 △918 △784

  その他の包括利益累計額合計 419 367

 非支配株主持分 1,546 1,492

 純資産合計 83,684 84,069

負債純資産合計 122,617 116,913
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

売上高 68,066 68,087

売上原価 45,527 47,221

売上総利益 22,538 20,866

販売費及び一般管理費 16,178 16,899

営業利益 6,360 3,967

営業外収益   

 受取利息 15 14

 受取配当金 51 56

 補助金収入 59 －

 保険返戻金 4 103

 持分法による投資利益 74 56

 為替差益 2 26

 その他 83 86

 営業外収益合計 291 343

営業外費用   

 支払利息 1 3

 賃貸費用 17 18

 売上割引 72 71

 その他 21 36

 営業外費用合計 113 130

経常利益 6,538 4,180

特別利益   

 固定資産売却益 136 －

 投資有価証券売却益 102 －

 特別利益合計 238 －

特別損失   

 投資有価証券評価損 7 237

 工事履行保証損失引当金繰入額 － 231

 固定資産処分損 8 25

 関係会社出資金評価損 69 －

 特別損失合計 84 493

税金等調整前四半期純利益 6,692 3,686

法人税等 2,127 1,250

四半期純利益 4,565 2,436

非支配株主に帰属する四半期純利益 22 12

親会社株主に帰属する四半期純利益 4,542 2,423
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年12月31日)

四半期純利益 4,565 2,436

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 164 △82

 為替換算調整勘定 49 △161

 退職給付に係る調整額 165 133

 持分法適用会社に対する持分相当額 4 △2

 その他の包括利益合計 383 △112

四半期包括利益 4,948 2,323

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 4,910 2,371

 非支配株主に係る四半期包括利益 38 △47
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

税金費用の算定方法

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によっ

ております。
 

 

(追加情報)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

 
役員退職慰労金制度の廃止

当社は、平成30年６月26日開催の第74回定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止に伴う退職慰労金

の打切り支給を決議いたしました。

　これに伴い、「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、打切り支給に伴う未払額358百万円を固定負債の「その

他」に含めて表示しております。

　なお、一部の国内連結子会社については引き続き、役員の退職慰労金の支給に備えるため内規に基づく要支給

額を「役員退職慰労引当金」に計上しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 偶発債務

(1)連結会社以外の会社の金融機関からの借入等に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

 

Nohmi Bosai (India)
Pvt.Ltd.

90百万円
 (INR55,000千)

Nohmi Bosai (India)
Pvt.Ltd

87百万円
(INR55,000千)

計 90百万円  87百万円
 

 
(2)連結会社以外の会社の入札及び履行保証に対して、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

Nohmi Bosai (India)
Pvt.Ltd.他1社

241百万円
(INR146,221千)

Nohmi Bosai (India)
Pvt.Ltd.

 266百万円
(INR167,467千)

計 241百万円   266百万円
 

 

(3)その他　

　当社はインド発電所プロジェクトにおいてインド国営電力会社（以下、NTPC）より７物件を主契約者として落

札し、このうち現地調達品供給契約と工事/資材運搬契約をUnitech Machines Limited（以下、UML）に譲渡し、

５物件が仕掛中となっています。

当該契約において、当社はUMLに譲渡した契約も含み、主契約者としてNTPCに対し履行義務を負っています。

UMLの財政状態悪化に伴い、平成30年８月に取引銀行がインド会社法審判所に会社再建手続きの申立てを行い

ました。

現在、インド会社法審判所による手続きが行われており、破産管財人に全権移譲され会社再生か清算の結論が

出されます。

清算と判断された場合、主契約者である当社がUMLに譲渡した契約の履行義務があるため当社が工事完了義務

を負うこととなります。

当該履行義務遂行等に伴い発生する損失見込み額の一部は工事履行保証損失引当金として計上していますが、

現時点では影響額の合理的な見積もりは困難です。
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※２ 手形割引高及び裏書譲渡高

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形裏書譲渡高 54百万円 48百万円
 

 
※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、満期日に決済が行われたものとして処理しておりま

す。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高から除かれております。

 

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

受取手形 302 百万円 233 百万円

支払手形 543  〃 292  〃
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

   売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自 

平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

当社グループの売上高は、通常の営業形態として第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間と

比較して多くなる傾向にあります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

減価償却費 1,194百万円 1,417百万円

のれんの償却額 ― 8百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 664 11 平成29年３月31日 平成29年６月28日

平成29年11月８日
取締役会

普通株式 利益剰余金 755 12.5 平成29年９月30日 平成29年12月５日
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

     該当事項はありません。
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当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成30年６月26日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 966 16 平成30年３月31日 平成30年６月27日

平成30年11月７日
取締役会

普通株式 利益剰余金 966 16 平成30年９月30日 平成30年12月５日
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末日

後となるもの

     該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日)

　　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結損益

計算書計上額

(注)３ 
火災報知

設備
 消火設備 保守点検等 計

 売上高         

  外部顧客への売上高 23,385 24,890 16,174 64,450 3,616 68,066 ― 68,066

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
56 63 0 119 152 272 △272 ―

計 23,441 24,953 16,174 64,570 3,768 68,338 △272 68,066

セグメント利益 3,517 4,595 2,826 10,938 88 11,026 △4,665 6,360
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、駐車場車路管制システム等を含

   んでおります。

２ セグメント利益の調整額△4,665百万円は全社費用であります。

   全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３ セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年12月31日)

 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

四半期連結損益

計算書計上額

(注)３ 
火災報知

設備
 消火設備 保守点検等 計

 売上高         

  外部顧客への売上高 24,344 23,425 16,623 64,393 3,694 68,087 ― 68,087

  セグメント間の内部

  売上高又は振替高
63 67 0 131 158 290 △290 ―

計 24,408 23,493 16,623 64,525 3,852 68,377 △290 68,087

セグメント利益 3,258 2,548 2,876 8,684 132 8,817 △4,849 3,967
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、駐車場車路管制システム等を含

   んでおります。

２ セグメント利益の調整額△4,849百万円は全社費用であります。

   全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３ セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年12月31日)

１株当たり四半期純利益 75円33銭 40円20銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 4,542 2,423

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―  ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

4,542 2,423

普通株式の期中平均株式数(株) 60,299,567 60,299,448
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

第75期(平成30年４月１日から平成31年３月31日まで)中間配当について、平成30年11月７日開催の取締役会におい

て、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額                                 966百万円

② １株当たりの金額                                　16円

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成30年12月５日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成31年２月13日

能美防災株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉   田   秀   樹 印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 八   鍬   賢   也 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている能美防災株式会

社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成30年10月１日から平成

30年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、能美防災株式会社及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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